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はじめに 

私たちは、「住民参加は、原子力に関する住民の意識にどのような影響を与える

か？」というテーマで研究を行ってきました。具体的には、この報告書でも述べるよう

に、原子力分野における住民参加の二つの事例を取り上げて検証を行ってきました

が、その前にまず、なぜ私たちがこのテーマで研究を実施しようと考えたのか、どうし

てこの二つの事例を取り上げて研究することにしたのかについて、説明しておきたい

と思います。 

 

平成 30年度研究委託事業 

実は、私は昨年度、「原子力分野における住民参加に関する法制度はどうあるべ

きか？」というテーマで、東海村から受託を受け、共同研究者として研究を実施してい

ました。今年度の私たちの研究テーマは、私が昨年度研究協力者として携わった研

究プロジェクトでは十分に研究することができなかったことを研究してみようという問

題意識に立脚しています。そこで、本プロジェクトの問題意識を理解していただくため

に、昨年度の研究内容について簡単に説明しておきたいと思います 

（昨年度の研究事業の詳細については、昨年度研究事業の報告書をご覧ください 

(http://hse-risk-c3.or.jp/itaku/report/research-report2018.pdf)）。 

昨年度の研究事業では、「原子力分野における法制度はどうあるべきか？」という

テーマで研究を実施しました。この研究プロジェクトでは、①わが国の原子力分野に

おける住民参加制度について法理論的・法制度的な観点から検討し、②わが国の原

子力分野における過去の住民参加として、原子力発電所の建設の是非を問うた住民

投票が実施された事例を取り上げて検証を行い、③東アジア地域の原子力分野にお

ける法制度との比較を行いました。 

その成果として、おおむね、①わが国においては、東アジアの諸外国と比較しても、

原子力分野における住民参加の法制度が十分に整備されていないこと、②過去の住

民参加事例においては、住民に対する情報提供や住民意思の把握が不十分であっ

たことが原因となり、賛成派と反対派との間で感情的な対立し、コミュニティを二分す

る事態にまで発展していたこと、③このような事態を防ぐためにも、できるだけプロセ

スの早期の段階から、意思決定の全プロセスにわたり住民参加の仕組みを設ける必

要がある、という結論を得るに至りました。 

 

残された課題 

しかしながら、昨年度の研究事業では、以下に述べるような点において検討を十分

に行うことができませんでした。 

まず、具体的な住民参加の手法の問題です。正確な住民意思の把握が重要であ
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るといっても、それでは、どのような方法を用いれば、住民意思の正確な把握を図る

ことができるのでしょうか。昨年度の研究事業においては、多様な住民参加の形態に

ついて検討を行う必要性については認識しながらも、住民投票に関する事例検証に

とどまり、この住民参加の手法面に関して、掘り下げた検討を行うことができませんで

した。 

次に、住民側の視点に立った住民参加に関する研究の問題です。昨年度事業に

おいては、主に、行政の意思決定に対して住民をどのように関わらせるのかという、

行政側の視点から研究を行いました。しかしながら、住民参加の場に参加するのはま

さに住民自身です。このような観点からすれば、住民がどのような意識で参加し、参

加したことが住民の意識にどのような影響を与えたかという、住民側の視点に立つこ

とが重要であると考えられます。特に、原子力は科学技術に関する専門的な問題を

含みますので、素人である住民にとっては、率直な意見を表明しにくいということもい

えます。 

 

本プロジェクトの内容 

このような昨年度研究事業で残された課題について検討を行うため、本年度の研

究事業では、原子力分野における二つの住民参加の事例を取り上げ、検証を行うこ

とにしました。検証にあたっては、実際に現地に赴いて、資料収集やヒアリング調査を

実施しました。 
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Ⅰ 事例研究１：自分ごと化会議 in松江 

１．自分ごと化会議 in松江 

自分ごと化会議とは 

 自分ごと化会議とは、シンクタンク構想日本が提唱している住民参加の手法です。

構想日本では、無作為に選ばれた住民がさまざまな行政上・政策上の課題について

議論する会議を「自分ごと化会議」と名付け、全国各地で実施しています（構想日本

は、「住民協議会」という名称を用いて、無作為抽出による住民参加を実施してきまし

た。） 

自分ごと化会議の特徴は、住民参加の場に参加する住民を選出する手法にありま

す。従来型の住民参加においては、一本釣り方式と呼ばれる手法によって選ばれる

のが通常でした。広報誌等で応募をかけ、住民からの応募によって参加する住民を

決める公募方式や、団体からの推薦や首長の一本釣りによって決める「推薦方式」

「一本釣り方式」が多く用いられてきました。 

しかしながら、これらの手法には、住民参加の場に参加する住民の層が固定化し

てしまうという限界がありました。そこで、用いられた方法が無作為抽出方式です。 

無作為抽出方法とは、住民参加の場に参加する住民をランダムに抽出する方法で

す。具体的には、まず、住民基本台帳や選挙人名簿からランダムに案内状を送付す

る「候補者」を抽出します。次に、その「候補者」に対して案内状を送付します。最後に、

案内状を送付された住民の中から、希望した住民が会議に参加します。 

 

自分ごと化会議 in松江の特徴 

それでは、「自分ごと化会議 in松江」の概要について紹介しましょう。 

自分ごと化会議 in 松江とは、文字通り、島根県松江市で実施された自分ごと化会

議です。自分ごと化会議ですので、構想日本がかねてから提唱していた無作為抽出

による住民参加の場として開催されたものですが、次に述べるような点で、特徴的な

ものでした。 

第一に、「原発」というセンセーショナルなテーマが選定されたことです。「はじめに」

でも述べたように、原子力問題は、賛成派と反対派との間で感情的な対立が生じや

すく、なかなか気軽に話題しにくいものです。そのようなテーマが、全国で唯一、県庁

所在地に原子力発電所（島根原発）を持つ松江市で実施されたことは、大きな注目を

集めました。 

第二に、自分ごと化会議 in 松江は、住民団体の主催で開催されました。これまで、

自分ごと化会議は、議会や行政の主催で実施されていました。これに対して、自分ご

と化会議 in 松江においては、構想日本が提唱する会議の手法はそのまま用いなが
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ら、住民団体が中心となって実行委員会を組織して実施したものでした。このように、

行政が取り上げないようなテーマを住民団体があえて取り上げたことも、この会議の

特徴的な点であったといえます。 

自分ごと化会議 in松江は、全部で 4回の日程で開催されましたが、このような日程

で実施することは、既に構想日本が有していたノウハウから、早い段階で決まってい

たようです。 

自分ごと化会議 in 松江が、住民団体の主催で開催されたものであることは、既に

紹介しました。しかしながら、開催団体を詳細にみると、4 つの団体によって構成され

ています。具体的には、「住民目線で政治を変える会・山陰」、「市民自治を考える会・

まつえ」という住民団体が、実行委員会や事務局の中核機能を担い、「構想日本」が

会議のノウハウを提供するとともに、会議のコーディネートを担当、「島根大学行政学

研究室」が、これを脇から支えるという構図でした。 

 自分ごと化会議の結果は、提案書にまとめられ、中国電力、経済産業省、松江市、

島 根 県 に 対 し て 提 出 さ れ ま し た （ 実 際 の 提 案 書 は 、

http://www.kosonippon.org/documents/2018/matsue_jibungotoka30.pdf で閲覧する

ことができます。ぜひご覧ください）。 

  

http://www.kosonippon.org/documents/2018/matsue_jibungotoka30.pdf
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２．事例検証 

注目を集めた自分ごと化会議 in松江 

上に述べたような特徴的な取組みであったことから、自分ごと化会議 in 松江は、各

種メディアから注目を集めました。構想日本も、ホームページや講演会などの場で、

自分ごと化会議 in 松江の取組みについて積極的に発信しています。これらによれば、

自分ごと化会議 in松江は成功を収めたという論調がほとんどです。 

しかしながら、研究委託事業を受託し、研究プロジェクトを開始した当初、私自身は、

本当にそのような住民参加の取組みが成功したのか、半信半疑でした。なぜなら、先

ほども述べたように、昨年度研究委託事業において、過去の原子力分野における住

民参加の取組みに関する研究の過程において、コミュニティが賛成派と反対派に二

分されてしまった現実を知っており、また、説明会などが開催されると、ヤジや怒号が

飛び交いがちであるという話をよく耳にしていたからです。私自身も、日常生活のなか

で、原子力を話題とすることが難しいことであるかを実感します。このような状況から

すると、本当に住民同士が面と向き合って原子力問題をテーマに議論を行うことなど

本当に可能だろうか、という考えがあったのです。 

 

自分ごと化会議 in松江の「成功」 

しかしながら、実際に現地におけるヒアリング調査を実施してみると、自分ごと化会

議 in松江はやはり「成功」したのであろうと実感しました。 

ヒアリングに協力して下さった皆さんは、口を揃えて、自分ごと化会議 in松江では、

ヤジなどは一切飛ばされず、住民の方々は自分自身の意見を率直に述べる環境が

整備されていたと仰っていました。さらに、ヒアリング調査に応じて下さった住民の皆

さんは、自分ごと化会議 in 松江の内容や運営におおむね満足しておられる様子であ

り、率直に自分自身の意見を述べることができる雰囲気が用意されていたようです。

また、会議後にも、原発に関する本を自分で読んで勉強するようになった、再生可能

エネルギーに関する研究会を立ち上げた等の変化が生じた住民の方もいました。 

また、自分ごと化会議には、事業者である中国電力も関心を持っていました。会議

の開催時期の間に実現された発電所見学の試みは、自分ごと化会議 in 松江の試み

に関心を持った中国電力の側からの提案によるものであったとのことです。さらに、自

分ごと化会議 in松江には、数多くの傍聴人の方々が参加されていました。 

 このように、自分ごと化会議 in松江は、賛成派と反対派との間の感情的な対立が見

られることなく、多様な立場の主体が関与し、参加した住民がそれぞれの立場で原子

力に関する自身の考えを述べ、またそのような議論が実現可能な環境が整備されて

いた点において、成功を収めたということができるでしょう。 

 それでは、自分ごと化会議 in 松江がこのような「成功」を収めた背景には、どのよう
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な背景があったのでしょうか？ヒアリング調査の結果を踏まえて検証したところ、いく

つかの要因が見えてきました。 

 

無作為抽出の効果 

先に述べたように、無作為抽出手法は、普段は住民参加の場に現れないような住

民の方の意見が表出することを一つのねらいとしていました。実際に、自分ごと化会

議 in松江には、女性や若者の参加者が占める割合が多い傾向にありました。 

また、自分ごと化会議の参加者に実施したヒアリング調査では、比較的原発反対

の立場にありながら、従来の反対運動に限界を感じており、無作為抽出という住民参

加手法に関心をもって参加されたといった声や、これまではあまり原子力問題に関心

はなかったが、無作為抽出が面白そうだと思って参加された方という声も聞かれまし

た。自分ごと化会議 in松江に参加された住民の方のなかには、無作為抽出手法を用

いなければ住民参加の場には参加されなかったであろう、多様な背景をもった住民

の方々が参加されていたことがうかがわれました。 

 このように、自分ごと化会議 in 松江においては、無作為抽出手法を用いることによ

り、普段は住民参加の場に参加しなかったような住民の方が一定程度、無作為抽出

をきっかけとして参加していたものと考えることができます。 

このことは、無作為抽出手法が、住民参加の場に住民が参加する契機として大き

な機能を果たしていたと評価することができるでしょう。 

 

隠れた事務局の負担 

 他方で、事務局に対して実施したヒアリング調査の結果からは、自分ごと化会議の

成功の背景には、事務局の大きな尽力があることが明らかになりました。自分ごと化

会議 in松江は、初めて住民団体の主催で実施された取組みであったために、会議運

営を行った事務局の負担は、特に、大きなものであったといえます。 

その苦労がもっともよく現れているのが、無作為抽出にかかる事務作業です。自分

ごと化会議を議会や行政が主催する場合、無作為抽出の案内状の送付先を、住民

基本台帳を用いてコンピューターで自動的にピックアップすることができます。これに

対して、住民団体が主催する場合、住民基本台帳を用いることができません。また、

住民基本台帳の閲覧は許されていますが、コピーを取ることはできません。そこで、

自分ごと化会議 in松江においては、抽出の作業が全て手作業で行われました。 

また、ヒアリング調査では、住民団体主催で無作為抽出を行う場合の資金調達の

必要性とその難しさも明らかになりました。自分ごと化会議 in 松江の場合には、その

運営にかかった費用の 7 割は寄附、残りの 3 割はクラウド・ファンディングと、実行委

員会の身内からの若干のカンパによって賄われたとのことでした。 

自分ごと化会議 in 松江の成功の影に、会議の成功のために尽力した事務局の役
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割があったこと、注目しておくべきでしょう。 

 

会議運営における中立性の確保 

先に述べたように、自分ごと化会議 in 松江の成功の理由は、賛成派と反対派の議

論の対立が生じなかったことにあると考えられます。ヒアリング調査の結果、このよう

な環境が整備された背景には、会議の運営面において、中立性の確保が意識されて

いたことが大きかったのではないかと考えられます。ヒアリング調査によれば、賛成派

の意見も反対派の意見も同等に取り上げるように配慮がなされ、チラシの配布などは

一切行われなかったとのことでした。 
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３．若干の考察 

私たちは、自分ごと化会議 in松江の取組みを、大変貴重な原子力分野における住

民参加の事例であると考えており、今後、原子力分野における議論が住民の間で少

しでも活発なものとなっていくためには、他の自治体などでも、同様の取組みが開催

されることを期待しています。 

しかしながら、先に検証したように、自分ごと化会議 in 松江が成功を収めた背景に

は、さまざまな要因がありました。また、住民団体によって自主的に開催されたからこ

その限界もあるかも知れません。 

そこで、以下においては、自分ごと化会議 in 松江のような無作為抽出による住民

参加の場を持続可能な取組みとして発展させていくためには何が必要なのか、考察

を行ってみたいと思います。 

 

（１）接続の問題 

自己満足にすぎない自主的な住民参加？ 

先に述べたように、自分ごと会議 in 松江の結果は、提案書に取りまとめられ、関係

各所に提出されました。しかしながら、この提案書がその後どのように活かされたの

か、また、今後生かされることになるのかは、必ずしも明らかでありません。 

そうすると、せっかく実施された住民参加の結果が、その次につながらないままに

なってしまうのではないか、という疑問が生じます。私たちの研究プロジェクトも、住民

が参加するからには、住民が意思を表明するだけでは十分ではなく、国や地方公共

団体、事業者等の意思決定に反映させることが重要であるとの立場に立っています。 

それでは、無作為抽出による住民参加の結果をその後のプロセスに反映させるた

めには、どうすればよいのでしょうか？ 

 

「拘束力」による接続？ 

 住民参加（手続）の結果をその後のプロセスに活かす方法としてまず考えられるの

は、住民参加手続の結果に拘束力を持たせるという方法です。条例のなかには、住

民投票の結果に拘束力を持たせているものがあります。自分ごと化会議のなかにも、

これらの住民投票の例と同様に、条例で、住民協議会の結果を議会が尊重すべきと

する規定を置く例があります（福岡県太刀町の住民協議会）。 

しかしながら、自分ごと化会議 in松江のように、住民団体が主催した無作為抽出に

よる住民参加について、拘束力を用いて、その後のプロセスとの接続を図る制度設

計については、慎重な検討が必要であると考えられます。 

第一に、直接民主制と間接民主制の緊張関係をめぐる理論的な問題があります。

過去においては、住民投票の制度設計にめぐって、まさにこの点が議論となったこと
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があります。 

この問題は、無作為抽出による住民参加の場の制度設計にあたっては、さらに大

きな問題となります。なぜなら、無作為抽出によって選ばれた住民はまさに無作為抽

出で選出されており、「正統性」が認められないからです。そうすると、無作為抽出に

よって選出された住民による住民参加の結果を拘束力によって接続することには、理

論的に、相当高いハードルがあるものと考えられます。 

第二に、住民参加のゴール地点を拘束力という形で設定してしまうと、参加する住

民に対して心理的な圧力がかかり、住民が率直に議論することが困難になってしまう

のではないかという懸念があります。 

先に述べたように、自分ごと化会議 in 松江においては、まさにその会議の名前の

通り、原子力に関して賛成ないし反対の結論を出すことではなく、住民一人ひとりが、

まさに「自分ごと」として原子力問題を議論することに重点が置かれていました。この

ようなあえて結論を導こうとしない会議のあり方は、参加する住民の方々が、自分自

身の意見を率直に述べることができる雰囲気づくりに、大きく貢献していたものと考え

られます。 

これらのことを踏まえると、無作為抽出を用いた住民参加の場の設計については、

拘束力による制度化によるのではなく、別の方法を探る必要がありそうです。 

 

「応答」の確保による接続の可能性 

そこで考えられるのが、結果による拘束力という形ではなく、結果に対する「応答」

を確保するというよりソフトな手法によって、住民参加の結果をその後のプロセスに接

続する方法です。具体的には、提案書を提出するにあたって、提案書に対する関係

者（提案書の提出先）からの「応答」を確保しておくという方法が考えられます。 

この方法を用いた場合には、議会や首長の意思決定を拘束することはなく、間接

民主制との間の緊張関係が生じることはありません。また、一定の結論を導かなけれ

ばならないといった心理的圧力が参加する住民にかかることも回避することができま

す。 

他方において、提案書の提出先としては、少なくとも住民参加の結果を無視できな

くなるため、無作為抽出による住民参加の場をその場限りの取組みで終わらせること

なく、次のプロセスへとつながるきっかけとなることを創出することができます。 

さらに、このような提出から応答までの一連のプロセスを公表することができれば、

無作為抽出の場に参加していた住民の方々のみならず、幅広い住民の方がその議

論の内容を見ることができ、議論が拡がっていくことを期待することができます。 

 

（２）住民参加の場に対する支援 

 先に述べたように、自分ごと化会議 in 松江の成功には、無作為抽出による住民参
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加の場のコーディネートについて構想日本が経験・ノウハウを蓄積していたこと、事務

局を担当した住民団体が中立性に配慮しながらの相当の尽力があったという背景を

紹介しました。以下では、このような住民団体の負担を踏まえ、今後、無作為抽出に

よる住民参加 

 

コーディネーターの育成の必要性 

 住民参加の場のコーディネートを行う団体や人材を育成する必要性は、既に原子力

分野に限らず、指摘されてきました。特に、原子力分野については、感情的な対立を

生みやすいという特徴があり、中立的な会議運営には、相当の経験とノウハウが必

要になる局面が特に大きいといえます。自分ごと化会議 in 松江の場合には、構想日

本に蓄積されていた経験やノウハウを活用することができたからこそ、このハードル

を乗り越えることができたといえます。 

そうすると、今後、無作為抽出による住民参加の場を拡げていくためには、コーディ

ネートを行う団体やコーディネーターの人材育成に力を入れていく必要があるといえ

るでしょう。無作為抽出による住民参加の場における議論の結果が地域社会のため

になることを考えれば、政策的に援助を行うことも考慮されてよいでしょう。 

 

資金調達と会議構成 ―外観上の中立性の確保― 

 また、無作為抽出を住民団体主催で行う場合には、住民団体が自分自身で資金調

達を行わなければなりません。まず考えられる方法は、住民団体に対して補助金など

を支出する方法です。こちらも、コーディネーター育成に対する援助と同様、政策的に

援助することが考えられます。また、民間の助成金などを獲得して、無作為抽出を実

施する方法も考えられるでしょう。 

もちろん、これまでの自分ごと化会議のように、無作為抽出による住民参加を議会

や行政が主催することも考えられます。構想日本が提唱する「自分ごと化会議」も、そ

の多くは議会や行政が主催する形態で開催されてきました。この場合には、無作為

抽出にかかる業務を減らすことができるというメリットもあります。 

結局のところ、運営資金の調達、そして、運営主体の設定は、各地域における実現

可能性など様々な事情を踏まえて、設計を行わざるを得ませんが、その際には、「中

立性」を確保に留意しなければなりません。せっかく中立的な運営を貫徹し、無作為

抽出による住民参加の場を実現させたとしても、資金提供元を理由に住民参加の場

の中立性が外部から疑われてしまう可能性があるからです。このようなことになってし

まっては、せっかく会議の実現にかけた労力も水の泡となってしまいかねません。 

そこで、このような事態を避けるために、会議主体を構成する組織や資金調達先を

複数にする、無作為抽出による住民参加の場を創出するための公的助成の仕組み

を整備する、といった工夫が求められるでしょう。  
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事例研究２：高レベル放射性廃棄物処分施設の立地選

定（高知県東洋町） 

 

１．高知県東洋町における高レベル放射性廃棄物処分施設問題  

 

高レベル放射性廃棄物処分施設の立地問題 

 高レベル放射性廃棄物とは、原子力発電の運転に伴って発生する使用済燃料を再

処理する際に生ずる、放射能レベルの高い廃液を高温のガラスに溶かし合わせて固

体化したものです。高レベル放射性廃棄物については、将来世代の管理に委ねない

で済むように、地下深くに閉じ込め、人間の生活環境から隔離する「地層処分」の方

法で処理することが、特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律によって定められ

ています。 

しかしながら、この手続への応募を検討した自治体はいくつかありましたが、結局

のところ応募を行ったのは、高知県東洋町のみでした。この唯一の応募事案では、反

対派住民による反対運動が起き、地方自治法が規定する各種の住民参加制度が用

いられ、誘致派町長に対するリコール請求、そして、誘致派町長が辞任する事態にま

で至り、その後、反対派町長がその後の町長選挙で当選したことを受けて、文献調査

の応募が取り下げられるに至りました。この応募の後、2020年 3月の段階において、

最終処分施設の立地選定は、滞ったままです。 

 

文献調査への応募が取下げに至った経緯 

2006 年 3 月、当時の東洋町長（田嶋裕起氏）は、NPO 法人「世界エネルギー開発

機構」の執行役員から、放射性廃棄物最終処分場事業の概要に関する説明や交付

金の金額、応募の方法等について知らされました。町長は、この二日後、文献調査に

関する NPO を介して NUMO に応募書を提出しました。これに対して、NUMO は町長

に確認を入れ、文献調査への応募は、受理されませんでした。 

そこで、2006 年 11 月、反対派団体として、サーファーを中心とする「生見海岸を愛

する全国有志一同」、及び、東洋町の町民や隣町の高知県海陽町の町民を中心とす

る「東洋町を考える会」が結成されました。反対派住民による勉強会も開催され、放射

性廃棄物の安全性に対する懸念が強まるとともに、文献調査に一度応募したら引き

返せなくなるのではないか、という不安が巻き起こっていきました。 

このような不安・懸念に応えるため、田嶋町長は、NUMO 及び資源エネルギー庁に

対して質問状を提出したところ、「町長の意に反して事業は進められない」との回答を
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得ました。同回答を受け、2006年 12月、田嶋町長は、文献調査への応募を前提に議

論を進めることを町議らに提案しました。これを受け、反対派住民は、文献調査に応

募しないことを求めて請願書名活動を行い、応募反対の署名が 13 歳以上の対象者

注 6割を超えました。さらに、2007年 1月、高レベル放射性廃棄物にお関する陳情書

が東洋町議会に提出され、町内の有権者の 6割を超える署名が集められました。 

1 月に入ると、当時、反対運動の先方に立っていた沢山保太郎氏が、町長が文献

調査に秘密裡に応募しようとした際の応募書類のコピーを示し、田嶋町長に対して緊

急質問状を提出しました。この追及に対して、田嶋町長は、「軽率のそしりは免れない」

と謝罪しました。このことをきっかけに、反対派住民による運動は、高まりを見せまし

たが、1月 25日、田嶋町長は、文献調査に応募しました。 

3 月 2 日、反対派住民により、「核廃棄物持ち込み禁止条例」の制定を求める直接

請求を行い、議会でこれがいったん可決されましたが、町長がこれを再議にかけ、3

月 27日、議会で否決されました。これを受け、反対派住民は、田嶋町長のリコールに

向けた手続を開始しました。他方で、3 月 28 日、資源エネルギー庁が文献調査の計

画申請を認可しましたが、4月 5日、田嶋町長は辞職するに至りました。 

その後、4月 22日には沢山保太郎氏が反対派町長として当選し、23日、資源エネ

ルギー庁と NUMOに対して、文献調査の応募を取り下げました。 
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２．事例検証 

反対派住民による住民参加の仕組みの利用 

 上に述べたように、東洋町の事例は、誘致派町長の二度にわたる文献調査への応

募、そして、その強硬的にも見える政治的スタンスが、反対派住民や反対派議員から

の不信感を招いたことが、誘致派町長のリコールと辞職、そして、文献調査への応募

の取下げをもたらしたといえます。 

このように、反対派住民の意思が表出するきっかけとなったのが、請願や条例制

定請求、そして町長の解職請求といった、地方自治法に定められた住民参加の仕組

みでした。これらの住民参加の仕組みの特徴は、行政側からの働きかけからではなく、

住民側からの働きかけによって始まるものです。 

 そうすると、東洋町の事例は、反対派住民の意思が、地方自治法に定められた住

民参加の仕組みを介して表出したという意味で、法律に定められた住民参加の仕組

みや間接民主制が、適切に機能した事例であると評価することができます。 

  

機能しなかった住民参加 

しかしながら、原子力分野における住民参加が適切に機能したかという観点から

東洋町の事例を見てみるとどうでしょうか？ 

 まず、放射性廃棄物最終処分施設の立地選定については、特定放射性廃棄物の

最終処分に関する法律（最終処分法）という国の法律によって、立地選定のプロセス

が定められており、透明性の高い、丁寧な住民参加の手続が定められています。そし

いて、実は、同法は、原子力分野における住民参加の法制度の整備が遅れている日

本の法制度の中で、住民参加に関する明文の規定が置かれている唯一の例です。 

また、誘致派町長は、この最終処分法が定める住民参加の手続に加えて、条例に

基づく住民投票によって住民意思を把握することを提唱していました。この住民投票

は同法で要求されているものではありません。そうすると、誘致派町長は、住民参加

に対して、それなりに理解を示していたともいえそうです。 

 これらの点からすれば、東洋町の事例においては、住民参加が適切に機能しなか

った事例であると評価することができます。それでは、その理由はどのような点にあっ

たのでしょうか？ 

 

賛成派と反対派の議論の対立 

 東洋町の事例においては、賛成派と反対派の間で、終始、以下に見られるような議

論の対立が見られました。両者の意見の対立は、特に、文献調査に対する応募をど

のように理解するかに現れていました。 

 誘致派と反対派の間には、文献調査への応募後のプロセスの理解に大きな理解の
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違いがありました。誘致派は、文献調査へ応募しても、最終処分法においては、立地

自治体の反対があれば、その先にプロセスは進まないという前提で文献調査に応募

しました。これに対して、反対派は、いったん文献調査に応募すれば、国や NUMO が

強権を発動して、最終処分施設の建設まで行ってしまうのではないか、との懸念を抱

いていました。 

 

早期段階における住民参加の場の設定の必要性 

 このような誘致派と反対派の議論の対立をみると、反対派住民が、国の法制度が

定めている立地選定プロセスや住民参加の手続それ自体を信頼しておらず、このこ

とが、議論の対立の大きな要因になっていたことが分かります。賛成派と反対派の間

で、原子力や放射性廃棄物の処分の安全性に関する立場の違いが生ずることは当

然としても、住民参加それ自体に対して不信感が生じてしまっては、冷静な議論の前

提が確保されないこととなってしまいます。東洋町の事例においては、まさにこのよう

な事態が生じてしまっていたのです。 

 このような事態を回避するためには、国の法令で住民参加の場を設けることだけで

は不十分であり、立地選定プロセス全体のできる限り早い段階において、原子力の

安全性に関する問題のみならず、法令が定める立地選定プロセス全体に関する理解

を深められるような、住民参加の場が設定することが重要であるといえるでしょう。 
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おわりに 

 本研究プロジェクトでは、「住民参加は、住民の意識にどのような影響を与えるか？」

というテーマで、原子力分野における（☆住民側からの）住民参加の二つの事例に着

目して、研究を行ってきました。 

 報告書のむすびにあたって、改めて、この研究テーマに照らして研究プロジェクト全

体を振り返ってみたいと思います。 

  

２つの事例研究から得られた知見 

 本研究プロジェクトでは、昨年度プロジェクトで残された課題に取り組むために、住

民意思を正確に把握するための住民参加の具体的手法、住民側からのアプローチと

いう問題関心に基づいて、二つの事例について検討を行ってきました。 

 まず、自分ごと化会議 in 松江の事例研究からは、これまで法律学ではあまり着目さ

れてこなかったインフォーマルな住民参加の取組みにあえて焦点を当てて検討を行

いました。これまで、無作為抽出による住民参加 

次に、放射性廃棄物最終処分場の立地選定の事例研究からは、仮に住民参加の

仕組みが国の法令によって法制度として整えられていたとしても、住民参加の場が意

思決定プロセスの早期段階において適切に整えられていなければ、住民参加の場が

適切に機能しないことが明らかになりました。 

 これらの二つの事例研究から共通して言えるのは、住民参加を有効に機能させる

ためには、住民側の視点に立ち、住民参加が住民の意識にどのような影響を与える

かを踏まえて、住民参加の場を設計することが、極めて重要であるということです。 

 

残された研究課題 

 本プロジェクトでは、原子力分野における二つの住民参加の事例について取り上げ、

これらを検証し、それぞれの事例から得られる知見をまとめるという方法を取りました。 

 したがって、事例研究であるがゆえの限界があります。無作為抽出による住民参加

の手法については、自分ごと化会議 in 松江の例に限らず、その他にも、原子力分野

で実施された事例があります（例：討論型世論調査など）。また、高レベル放射性廃棄

物最終処分場の立地選定問題については、そのプロセス全体を踏まえた住民参加

のあり方について、さらに研究を深める必要があります。 

 これらの課題については、今後、海外の事例なども参考にしながら、研究を継続し

ていく予定です。 
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